
 
 
 
 
 
 
 

TPP 参加は愚策、亡国への道･･･ 
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大森議員が、一般質問で取り上げたテーマは、次の2点です。 
①TPP参加反対の取り組みを 

②国保税の徴収回数は住民の立場に立って 

【町長の答弁】 
①本町農業への影響が大きく、地域経済・社会を崩壊させる懸念がある限

り、本町も反対だ。町民集会開催の考えはないが、政府に働きかけていく。 
②納期回数の 4 回は定着している。これが困難な人には、分割納付の相談

に乗る。滞納へは、地方税法と町条例により、督促し手数料を徴収する。 

１２月定例会でも、わたしたちの今後のくらしに関わる陳情がたくさん提出さ

れました。その主なものは 
①「社会保障と税の一体改革成案」に反対する陳情 

②年金受給資格期間の10年への短縮を求める陳情 

③島根原発1・2号機の再稼働見合わせと3号機の建設凍結を求める陳情 

大森議員は、本会議で上記3つのいずれにも賛成討論しました。しかし、採決

の結果、①は１：１６、②は２：１５、③は４：１３で、いずれも不採択とな

りました。 

十
二
月
議
会 

 民主党・野田政権は、自民党でさえもできなかった政策を

次々にやろうとしています。TPP（環太平洋連携協定）も

その一つです。これが、真に国民大衆の利益につながること

なら良いのですが、どうもそうではありません。利益を得る

大企業・財界、アメリカ、大手マスコミの応援を受けて、野

田政権はTPP参加に前のめりになっています。 
 TPP に日本が参加したらどうなるか。その問題点を列記

してみます。 
 TPP は原則、貿易品の関税を完全撤廃することです。ま

た、様々な制度の規制緩和・撤廃が迫られます。そうなれば、

農業をはじめ国民生活への様々な悪影響が出てきます。 
 
① 農業への影響･･･国内、町内の農業は壊滅的な打撃. 
   おもな農産物への影響は、下表の通りです。 
  国内・ 
主な  町内 
農産物 

国内 大山町内 

減少率（％） 減少生産額(円) 減少率(％) 

米 ９０％ 13.5億→0.5億 ９４％ 

牛肉 ７５％ 4.1億→1.1億 ８３％ 

牛乳(国内は

乳製品含む) ５６％ 15億→0 100％ 

豚肉 ― 18.5億→3.5億 ８０％ 

減少額合計 ４兆１千億

円 ５０億円  

国内の試算は、農林水産省。町内の試算は、役場農林水産課。 

   
 
② その結果として、農林水産業に関連した食品加工・運輸

などの産業、地域経済、雇用に大きな被害。 
 
③ 農林水産業が持つ多面的機能（洪水防止・水質浄化・生

態系保全など。年90兆円の効果）が失われる。  
 
④ 被災地への影響･･･被災地の東北 3 県は米どころであ

り、海産物の大産地。TPP参加は、復興への希望を奪う。 
 
⑤ 食の安全への影響･･･食品添加物の規制緩和、BSE牛対

策としての輸入制限の緩和、残留農薬・遺伝子組み換え表

示の撤廃が迫られる。 
 
⑥ 医療分野への影響･･･アメリカは今でも民間医療保険や

医薬品の解禁を要求。混合診療の全面解禁で、日本の公的

医療制度が崩壊。 
 
⑦ 自治体への影響･･･地元業者への優先発注は違法に。 
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近隣自治体の国保税の納期回数 

市町村名 納期数 市町村名 納期数 

米子市 ８回 日南町 １０回 

境港市 ８回 日野町 ８回 

日吉津村 ８回 江府町 ８回 

大山町 ４回 琴浦町 ８回 

南部町 ９回 北栄町 ８回 

伯耆町 １０回  
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対
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全
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各
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国
保
税 

 

他
の
健
康
保
険
に
比
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て
、
高
い

国
保
税
。
加
入
者
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多
く
の
み
な
さ

ん
が
四
苦
八
苦
し
な
が
ら
納
入
し

て
お
ら
れ
ま
す
。 

 
だ
か
ら
こ
そ
、
行
政
は
、
加
入
者

の
身
に
な
っ
て
納
入
し
や
す
い
よ

う
に
努
力
す
る
の
が
務
め
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。
そ
う
し
て
こ
そ
、

温
か
い
行
政
と
言
え
ま
す
。 

 

そ
の
視
点
に
立
っ
て
、
大
森
議
員

は
納
期
回
数
を
増
や
す
よ
う
、
再

度
、
要
求
し
ま
し
た
。 

 

し
か
し
、
行
政
は
加
入
者
の
立
場

に
立
た
ず
、
４
回
の
納
期
回
数
は
定

着
し
て
い
る
（
定
着
は
行
政
の
立

場
）
と
言
っ
て
、
検
討
す
ら
し
よ
う 

と
し
ま
せ
ん
。 

 

下
表
の
よ
う
に
、
近
隣
自
治
体
で

は
、
一
回
の
納
入
負
担
を
軽
く
す
る

た
め
、
本
町
以
外
す
べ
て
８
回
以
上

の
納
期
に
し
て
い
ま
す
。 

 

４
期
で
の
納
付
が
困
難
な
人
に

は
、（
そ
れ
以
上
の
）
分
割
納
付
で
対

応
す
る
の
で
相
談
し
て
ほ
し
い
と
、

当
局
は
言
っ
て
い
ま
す
。
で
も
、
分

割
納
付
を
認
め
た
人
に
も
、法
律
上
、

督
促
状
を
送
り
、
督
促
手
数
料
を
徴

収
し
て
い
ま
す
。 

 

今
、
住
民
の
生
活
が
苦
し
い
か
ら

こ
そ
、
き
め
細
か
い
施
策
が
、
行
政

に
は
求
め
ら
れ
る
の
で
は
な
い
で
し

ょ
う
か
。 



くらしも経済も財政も破壊  
 
 
 
 
 

民主党 １７１億円 

自民党 １０３億円 

公明党 ２３億円 

社民党 ８億円 

その他 １５億円 

日本共産党 ０円 

 

民
主
党
・
野
田
政
権
が
し
ゃ
に
む
に
進
め
る
「
一
体
改
革
」
は
、
消
費
税
を
２
倍
に
上
げ
、
社
会
保
障
は
切
り
捨
て
ば
か
り
で
す
。

私
た
ち
国
民
に
と
っ
て
は
「
一
体
改
悪
」
で
す
。
消
費
税
を
増
税
し
な
く
て
も
、
く
ら
し
や
経
済
を
改
善
さ
せ
、
社
会
保
障
を
拡

充
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
の
で
し
ょ
う
か
・
・
・
。 

①
ム
ダ
づ
か
い
を 

続
け
た
ま
ま
大
増
税 

 

●
政
党
助
成
金 

●
八
ツ
場
ダ
ム
な
ど
大
型
公
共
事
業 

●
次
期
戦
闘
機
Ｆ
３
５
…
１
機
１
０
０

億
円
を
４
２
機
も 

●
証
券
優
遇
税
制
の
延
長 

●
法
人
税
の
減
税 

 

政
党
助
成
金
こ
そ
ム
ダ
づ
か
い 

 

年
間
３
２
０
億
円
。
議
員
４
５
７
人
分

の
経
費
に
相
当
。
政
党
の
運
営
は
、
自
前

で
や
る
べ
き
で
す
。
日
本
共
産
党
は
、
憲

法
違
反
と
し
て
受
け
取
り
を
拒
否
し
て

い
ま
す
。
身
を
切
る
と
言
う
な
ら
、
衆
院

比
例
定
数
８
０
の
削
減
で
は
な
く
、
政
党

助
成
金
こ
そ
切
る
べ
き
で
す
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②
「
社
会
保
障
」
は 

切
り
捨
て
ば
か
り 

●
年
金 

 

・
支
給
総
額
２
兆
円
の
削
減 

 
・
支
給
開
始
年
齢
の
引
き
上
げ 

●
高
齢
者
医
療
費 

 
 

 

・
７
０
～
７
４
歳
の
窓
口
負
担
２
倍 

●
介
護
保
険 

 

・
１
８
０
０
億
円
の
公
費
削
減 

●
保
育 

 

・
国
と
自
治
体
の
責
任
放
棄 

（
子
ど
も
・
子
育
て
新
シ
ス
テ
ム
） 

   

③
く
ら
し
に
大
打
撃 

経
済
も
財
政
も
共
倒
れ 

１
９
９
７
年
、
橋
本
内
閣
が
消
費
税
を

増
税
（
３
％→

５
％
）。
結
果
、
当
時
、

上
向
き
か
け
て
い
た
景
気
を
冷
え
込
ま

せ
た
。
そ
の
た
め
、
増
税
し
て
も
、
国
と

地
方
の
税
収
は
１
４
兆
円
も
減
っ
た
。
ま

た
、
国
と
地
方
の
借
金
は
逆
に
４
年
間
で

２
０
０
兆
円
も
膨
ら
ん
だ
。 

賃
金
の
引
き
下
げ
、
働
く
貧
困
層
の
増

大
な
ど
、
当
時
よ
り
さ
ら
に
景
気
悪
化
の

今
、
大
増
税
し
た
ら
ど
う
な
る
か
、
火
を

見
る
よ
り
明
ら
か
。
そ
の
う
え
今
回
は
、

年
金
削
減
、
年
金
・
医
療
・
介
護
の
保
険

料
ア
ッ
プ
な
ど
国
民
の
負
担
増
は
２
０

兆
円
以
上
。 

こ
れ
で
は
、
く
ら
し
も
経
済
も
財
政
も

い
よ
い
よ
壊
滅
の
恐
れ
。 

 

 

消

費

税

の

増

税

、

こ

こ

が

問

題 

2010年各党の受け取り額 

68～70歳に 

日本共産党は、消費税増税なしで、社会保障を充実

させ、財政危機も打開する「提言」を発表しました。 

①ムダづかいやめ、不公平税制を改める 
聖域なくムダにメスを 

●大型公共事業・・・・・・・・１兆円 
●原発推進関連予算・・・・・・・４２００億円 
●軍事費（５兆円のうち）・・・・・１兆円 
●政党助成金・・・・・・・・・・・３２０億円 
●「景気対策」と称する予備費・・９１００億円 
増税はまず大企業・富裕層から 

●減税されてきた富裕層に、応分の負担を 
●金持ち減税の見直し―所得税等の最高税率を上げる 
●0.1％の大資産家に「富裕税」を創設 
●大企業への優遇税制をあらためる―・新たな法人税

減税1.7兆円は中止 ・研究開発減税などをやめる ・

投機マネー規制の一つとして「為替投機課税」の新設 
 以上、富裕層・大企業への応分の負担を求めること

によって、８～１１兆円の財源を確保。 

②応能負担の原則で、社会保障を抜本的に改善  

●社会保障を抜本的に拡充するためには、将来、国民

全体でその力に応じて支えることが必要。そのため、

所得に応じた税金を負担する「累進課税」で、６兆円

の財源を確保。 

③国民の所得を増やし、経済を内需主導で健全な成長に  
●大企業の巨額の内部留保 260 兆円のごく一部を社会

に還流し、労働者の賃金アップと中小企業を応援する

施策⇒家計を温め内需主導の経済成長⇒着実な税収増 

財源はこうして 
日 本 共 産 党 の 提 言 

被
災
地
の
復
興
に
も
妨
げ 

「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
」
と
は
い
っ
た
い
何
？ 


